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国庫補助額
交付金充当

経費
起債額 その他

1

物価高騰対応事
業（物価高騰重
点支援給付金）
【物価高騰対策

給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　473世帯×70,000円＝33,110,000円
事務費　369,262円
事務費の内容　需用費、役務費、委託料、人件費
④Ｒ５年度分の住民税非課税世帯（473世帯）

Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

R5.12.12 R6.3.29 33,479,262 33,479,262 - 33,479,000 - - 262             
対象世帯に対して令和６年１
月までに支給を開始する

 令和６年１月までに支給を開始することが
できた。

 　申請のあった473世帯に給付金を給付
することで、物価高騰に直面する低所得者
への支援を行った。

 町民課社会福祉係

2

物価高騰対応事
業（物価高騰重
点支援給付金
（住民税均等割
のみ課税世帯
分））【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税されている低
所得世帯への支援を行うことで、低所得者の方々の生活
を維持する。
②住民税均等割のみ課税の低所得世帯への給付金及び
事務費
③給付金額　95世帯×100,000円＝9,500,000円
事務費　45,997円
事務費の内容　需用費、役務費
④Ｒ５年度分の住民税均等割のみ課税世帯（95世帯）

Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

R6.2.7 R6.3.29 9,545,997 9,545,997 - 9,545,000 - - 997             
対象世帯に対して令和６年３
月までに支給を開始する

 　令和６年３月までに支給を開始すること
ができた。

 　申請のあった95世帯に給付金を給付す
ることで、物価高騰に直面する低所得者
への支援を行った。

 町民課社会福祉係

3

物価高騰対応事
業（物価高騰重
点支援給付金
（子ども加算

分））【物価高騰
対策給付金】

①物価高騰の影響を受けている低所得の子育て世帯に
対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、子
ども１人あたり５万円の給付金を支給し、物価高騰による
経済的負担の軽減を図る。
②低所得の子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額　対象者37名×50,000円
事務費　12,000円
事務費の内容　需用費、役務費
④住民税均等割非課税世帯、住民税均等割のみ課税世
帯、新たな住民税均等割非課税世帯及び新たな住民税
均等割のみ課税世帯の18歳以下の子ども37名

Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

R6.2.7 R6.3.29 1,862,000 1,862,000 - 1,862,000 - - -                 
対象世帯に対して令和６年３
月までに支給を開始する

 　令和６年３月までに支給を開始すること
ができた。

 　申請のあった37世帯に給付金を給付す
ることで、物価高騰に直面する低所得者
への支援を行った。

 町民課子ども係

10
物価高騰対応
事業（酪農畜
産経営支援）

①エネルギーや食料品等の物価高騰により、経済的負担
が増加している酪農経営者へ補助金を交付することで、
経済的負担の軽減を図る。
②酪農経営者への補助金
③補助金
・乳牛経産牛 2,800円×7,276頭＝20,372,800円
・乳牛育成牛 1400円×4,332頭＝6,064,800円
④町内酪農経営者

Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

R5.12.12 R5.12.25 26,437,600 26,437,600 - 22,604,000 - - 3,833,600     

令和4年度に国が実施した
「国産粗飼料利用拡大緊急
酪農対策事業」の北海道と都
府県の単価差額2,800円を基
準に、乳牛経産牛及び育成
牛への支援を町独自で実施
することで、酪農経営体数の
維持、乳牛等の飼養頭数の
維持、生乳生産量の維持を
図る。 　            【生乳生産
量 前年度比97.8％目標】

 　前年度比96.8％となった。
 酪農経営者に補助金を交付することによ
り、経済的負担の軽減を行った。

 農林水産課酪農振興係

71,324,859    71,324,859    -                 67,490,000    -                 -                 3,834,859     

効果・検証

【⑴成果(数値等)・⑵検証(評価等)】
担当課・係名等

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した実施事業の効果について（令和５年度実施計画掲載事業分）

Ｎｏ
交付対象事
業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との
関係

事業開始
年月日

事業完了
年月日

実　　　績　　　額　　　(単位：円)

総事業費
交付金充当
対象事業費

補助対象外
経費、一般

財源

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

※実施計画作成時に設定し
た場合のみ記載していま

す。

事業実績
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